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教育委員会協議会資料 

 

叙位・叙勲について 

 

学校教育部 教職員課 

 

１．概要 

   元枚方市立小学校長について、内閣総理大臣からその功労に対し叙位・叙勲が行

われましたので、報告するものです。 

 

２．内容 

   ・瑞宝双光章 

元 枚方市立枚方第二小学校長   夛田 哲夫 氏 

   ・従六位 瑞宝双光章 

       元 枚方市立樟葉南小学校長  故 鎌田 美知子 氏 

 

３．その他 

   伝達済みです。 
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教育委員会協議会資料 

 

通学困難児童・生徒通学等タクシー支援金交付要綱 

の制定について 

 

学校教育部 児童生徒支援室 

 

１．概要等 

本市では、枚方市立小学校若しくは中学校又は市内在住で大阪府立支援学校等

に通学する児童・生徒のうち、病気又は肢体不自由等であるため、通学等が著し

く困難である児童・生徒の就学の保障を図るため、枚方市補助金等交付規則に則

り、枚方市心身障害者保護者会に対して、タクシー利用に係る費用を補助してき

ました。 

このたび、枚方市心身障害者保護者会の解散に伴い、引き続き当該児童・生徒

の就学を保障していくため、現行の内容を見直すとともに、新たに要綱を制定す

るものです。 

 

２．内容等 

（１）支援対象 

枚方市心身障害者保護者会から当該児童・生徒の保護者に改めます。 

（２）支給方法 

支援金の請求及び受領の権限について、保護者がタクシー業者に委任すること 

により、支援金を枚方市からタクシー業者への振込みにより支給します。 

（３）費目 

補助金から扶助費（就学援助費）へ組替えを行います。（９月補正予算計上予定） 

（４）事業名称 

通学困難児童生徒通学等タクシー補助事業（小・中学校）及び支援学校通学等 

タクシー補助事業を通学困難児童・生徒通学等タクシー支援事業にまとめます。 

    

※ 要綱は次ページのとおり 

 

３．施行日 

 平成 27年 ８月 18日 （要綱の規定は、平成 27年９月１日適用） 

 

４．今後の予定 

      平成 27年 ９月 ９月定例月議会（補正予算計上予定） 
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   通学困難児童・生徒通学等タクシー支援金交付要綱 

 

 

制定 平成27年８月18日枚方市要綱第56号 

 
 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、枚方市補助金等交付規則（昭和40年枚方市規則第30号）の規定に基づいて交

付する通学困難児童・生徒通学等タクシー支援金（以下「支援金」という。）について必要な事

項を定めるものとする。 

 （目的） 

第２条 支援金の交付の目的は、病気又は肢体不自由等の身体の障害により、通学が著しく困難な

児童又は生徒（以下「児童等」という。）の通学等のためのタクシーの利用に係る費用を交付す

ることにより、当該児童等の就学の保障を図ることとする。 
（支援金の交付の対象者） 

第３条 支援金の交付の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、次に掲げる児童等であ

って、病気又は身体の障害により通学が著しく困難なものの保護者とする。 

⑴ 枚方市立小学校又は中学校（以下「小中学校」という。）の肢体不自由支援学級等（学校教

育法（昭和22年法律第26号）第81条第２項に規定する特別支援学級をいう。以下同じ。）に在

籍する児童等 

⑵ 肢体不自由支援学級等に在籍しない小中学校の児童等のうち、身体障害者手帳を有している

者又は腎炎、ネフローゼ、心臓疾患等の病気により運動を制限されている児童等 

⑶ 枚方市内に在住し、かつ、大阪府立支援学校又は大阪市立視覚特別支援学校に在籍する児童   

等 

（支援対象行為） 

第４条 支援金の交付の対象となる行為は、次に掲げるもののうち、市長が必要と認めるものとす

る。 

⑴ 在籍する小中学校への通学時における当該小中学校と自宅との間のタクシーの利用（気象条

件等により、当該時のみ必要であると認められる場合を含む。） 

⑵ 前号に掲げるタクシーの利用を認められている者が、本市教育委員会が実施する整形外科医

による定期検診又は小中学校における校外での学習に参加する場合における自宅又は在籍する

小中学校から目的地までの間のタクシーの利用 

⑶ 在籍する大阪府立支援学校への通学時における通学バスのバス停と自宅との間のタクシーの

利用（気象条件等により、当該時のみ必要であると認められる場合を含む。） 

⑷ 在籍する大阪市立視覚特別支援学校への通学時における自宅から最も近い公共交通機関の駅

等と自宅との間のタクシーの利用（気象条件等により、当該時のみ必要であると認められる場

合を含む。） 

（支援金の額） 
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第５条 支援金の額は、前条に該当する場合において利用したタクシー費用の額とする。 

（補則） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、支援金の交付に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

１ この要綱は、制定の日から施行する。 

２ この要綱の規定は、平成27年９月１日以後のタクシーの利用について適用する。 
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教育委員会協議会資料 

 

枚方市幼稚園等の利用者負担額等に関する規則の 

一部改正について 

 

学校教育部 学務課 

 
１．目的 

枚方市立幼稚園条例第４条第２項により支給認定保護者が使用料として負担す

る利用者負担額の減免規定を追加するため、枚方市立幼稚園条例第７条の規定に基

づき枚方市幼稚園等の利用者負担額等に関する規則を一部改正したものです。 
 

２．内容 
（１）市長は、枚方市立幼稚園が月の全日にわたって休業するときは、当該月の市立

幼稚園の利用者負担額を免除する。 

（２）支給認定子どもの病気その他の市長がやむを得ないと認める理由により継続し

て１月以上出席できないときは、当該出席できない期間の額を免除する。 

 

３．施行日 
平成 27年 ７月 24日 
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枚方市規則第 52 号 

 

   枚方市幼稚園等の利用者負担額等に関する規則の一部を改正する規則 

 

 枚方市幼稚園等の利用者負担額等に関する規則（昭和63年枚方市規則第13号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第２条第２項中「世帯の」を削る。 

 第６条第２項中「又は」の次に「前項各号のいずれかに該当することにより」を加え、同項を同

条第３項とし、同条第１項第２号中「前号」を「前２号」に改め、同号を同項第３号とし、同項第

１号を同項第２号とし、同号の前に次の１号を加える。 

 ⑴ 支給認定子どもの病気その他の市長がやむを得ないと認める理由により継続して１月以上出

席できないとき 当該出席できない期間の額 

 第６条第１項を同条第２項とし、同項の前に次の１項を加える。 

  市長は、枚方市立幼稚園が月の全日にわたつて休業するときは、条例第７条の規定により、当

該月の市立幼稚園の利用者負担額を免除する。 

 第７条第１項中「減免」の次に「（前条第１項に該当することによるものを除く。）」を加え

る。 
 

 様式第４号中 

「１ 非婚のひとり親 

 

 ２ その他（具体的理由                      ）」 

を 

  

「１ 幼児の病気 

 

２ 非婚のひとり親 

 

 ３ その他（具体的理由                      ）」 

に改める。 

 

附 則［平成27年7月24日公布］ 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 改正前の枚方市幼稚園等の利用者負担額等に関する規則の様式により作成した用紙は、当分の

間、所要の調整をした上、改正後の枚方市幼稚園等の利用者負担額等に関する規則の様式により

作成した用紙として使用することができる。 
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教育委員会協議会資料 

 

社会教育委員会議からの意見書について 
 

社会教育部 社会教育課 

 

１．趣旨 

   第 33期枚方市社会教育委員会議では、「高齢化社会における社会教育」を研究テ

ーマとして、平成 26年２月から６回にわたりご検討いただきました。 

その結果、本市の高齢化の現状に合わせて「超高齢社会における社会教育につい

て」の意見書が提出されましたので、報告するものです。 

 

２．内容  

次ページのとおり 
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1 

意見書 

超高齢社会における社会教育について 
 

１．これまでの経過 

 平成 26年 2月に開催した第 33期第 2回社会教育委員会議において、少子高齢化が進行す

る社会における本市の社会教育行政が果たすべき役割等について明らかにしていく必要があ

るとして、高齢化が進行する社会における社会教育という意味での「高齢化社会における社

会教育」を第 33期社会教育委員会議の検討テーマとして選択した。 

 平成 26年 5月には、検討に先立ち、本市の社会教育現場の状況を知るため、市内の社会教

育施設等の見学会を行った。 

 平成 26年 7月の第 3回社会教育委員会議では、施設見学の感想や意見の交換を行った。 

 平成 26年 11月の第 5回社会教育委員会議では、これまでの経過の確認、検討にあたって

の考え方の整理、高齢化社会の現状と問題点の検討等を行った。 

 平成27年3月の第6回社会教育委員会議では、第5回社会教育委員会議での議論のまとめ、

高齢化社会の現状と問題点の整理及び課題の解決に向けた取り組みについて検討を行った。 

 平成27年5月の第7回社会教育委員会議では、第6回社会教育委員会議での議論のまとめ、

課題の解決に向けた取り組みの整理及び意見書全体のまとめについて検討を行った。 

 平成27年7月の第8回社会教育委員会議では、第7回社会教育委員会議での議論のまとめ、

意見書全体の整理を行った。 

 

２．検討にあたっての考え方 

 一般に 65 歳以上の人口が総人口に占める割合（高齢化率）が 7％を超えると高齢化社会、

14％を超えると高齢社会、21％を超えると超高齢社会と分類される。 

 平成 25年度の本市の高齢化率は、23.0％(国全体では平成 25年で 25.1％)であり、今後の

人口推計を見ると、平成 50年度には本市の高齢化率は 33.9％に達する見込みである。 

 本市においては、高齢化とともに、少子化の傾向も見られ、平成 25年度の本市の人口に占

める 14歳以下の年少人口の比率は 14.0％で、平成 50年度には 10.8％になると予測されてお

り、現在枚方市民は少子高齢化が進行する社会に暮らしている。 

 このように高齢化社会の問題は、本市においては超高齢社会の問題であり、また少子化社

会の問題でもあり、少子化は同時に人口減少と生産年齢人口（15～64歳）の減少をもたらす。 

本市の超高齢社会における社会教育を検討するに際しては、その対象を高齢者に限定する

ことなく、高齢化が進行する社会の中で、子どもから高齢者に至る全ての世代と共に障害者

や外国人など地域で生活する全ての人を対象として、どのような社会教育行政を今後行って

いくべきかを検討することが求められている。 

現在本市の社会教育行政が担っている内容は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

＊社会教育における成人教育（人が地域で生活するのに必要な基礎的な知識や技術

等の教育） 

＊文化活動の育成、図書館サービス 

＊文化財保護の啓発と歴史の伝承 

＊スポーツ振興 
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これらの内容は、平成 18年の生涯学習推進体制の再編時に、本市における社会教育行政の

役割を「生涯学習推進の一翼として捉え、学習する主体を育てる基礎的な部分を担う」と定

めたことを踏まえ決定したもので、当初青少年教育も含まれていたが、平成 24年度の機構改

革の際に、青少年教育が総合行政部門の所管となり現在に至っている。 

本市の超高齢社会における社会教育のあり方を検討するにあたっては、より効果的な社会

教育行政を進める観点から、この枠組みについても検討を加え、少子高齢化が進行する社会

の中で、市民誰もが活き活きと生きられる社会の構築に向けて、本市の社会教育が担うべき

役割や今後進むべき方向を明らかにしていくことが必要である。 

 

３．高齢化社会の現状と問題点 

（１）高齢化社会の現状 

 ①日本の状況 

  内閣府の平成 26年度版「高齢社会白書」によると、平成 25年 10月 1日現在の日本の総

人口は 1億 2,730万人で、そのうち 65歳以上の高齢者人口は 3,190 万人と過去最高とな

っている。高齢化率（総人口に占める 65歳以上の人口の割合）は、25.1％である。一方、

生産年齢人口（15歳から 64歳人口）は、32年ぶりに 8,000万人を下回り、7,901万人で

ある。 

さらに、総人口が減少する中で、高齢化率はその後も上昇を続け、平成 32(2020)年には

29.1％に、平成 52(2040)年には 36.1％に、そして平成 72(2060)年には 39.9％に上昇(2.5

人に 1人が 65歳以上）すると推測される。 

  この状況から、平成 32(2020)年には高齢者 1人に対し、生産年齢人口、2.0人で、平成

52(2040)年には 1.5人で、そして平成 72(2060)年には 1.3人で支えることとなる。 

  このように、日本はどの国もこれまで経験をしたことがない高齢化社会を迎えようとし

ている。  

 

 ②枚方市の状況 

  「ひらかた高齢者保健福祉計画 21」によると、枚方市における人口は平成 21(2009)年度

をピークに減少傾向にあるが 65 歳以上の総数は毎年上昇を続けており、平成 23(2011)年

度には高齢化率が 21.0％となった。今後も高齢者人口並びに高齢化率の増加傾向は続き、

平成 27(2015)年度には、高齢化率が 25％を超え、市民の 4人に 1人が 65歳以上の高齢者

になる見込みである。さらに、枚方市人口推計調査報告書（平成 26 年 1 月）によると、

10年後の平成 35(2023)年には 28.6％、20年後の平成 45（2033）年には 30.9％と、30パ

ーセントを超えることが予測される。 

一方、0～14歳の比率は、少子化傾向により、平成 25年では 14.0％なのに対し、10年後

の平成 35（2023）年には、11.8％に、20年後の平成 45（2033）年には 10.8％となってい

く。 

また、「枚方市子ども・子育て支援事業計画」によると、年少人口（0歳から 14歳）割合

については、全国平均及び大阪府の数値より若干高いものの、減少傾向となっており、平

成 22(2010)年は 13.7％となっている。 

このように、枚方市は総人口・児童人口ともに、今後は緩やかに減少が続く見込みであ

る。 
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（２）高齢化社会の問題点と課題 

①問題点 

高齢化社会の問題点としては、２の検討にあたっての考え方でも示したとおり、少子高

齢化が原因となって生じる問題が考えられる。 

一つは、生産年齢人口比率の低下によりもたらされる成長性の乏しい“低成長時代”を

迎えるにあたり、今の経済的な豊かさが脅かされることである。 

いま、結婚しない人がたくさんいる。なぜ結婚しないかという理由は、経済的な問題が

主な要因の一つと考えられる。結婚したからといっても、子どもができて経済的負担が増

えるのに対して、子どもを育てることに対する社会的保障が追いついておらず、なおかつ

将来的な不安も大きいことが一番の原因との意見がある。 

このような状況で少子化がより一層進行し、2060年には 1人が 1人を支える時代となる

中で、地域社会での社会教育やボランティアなどの活動を誰がどのように担い行っていく

かが大きな問題となることが考えられる。 

二つ目は、地域社会を支える、地域コミュニティの衰退である。 

  実際に、ある市の市街地のマンションでは、マンション全体が自治会に入ることを拒否

していて、マンションの住民は、地域の餅つきであるとか盆踊りであるとか、そういった

ものは全く声かけもされていない状態のところもあると聞く。 

  また、ひとり暮らしが多くなっており、以前のように二世帯で生活している家庭は減っ

てきている。また、空き家も増えている。 

このような中で、近隣との関係が希薄化したり、地域では子どもたちの声を聞くことが

減っている状況もある。 

一方で、枚方市は、自治会加入率が 70パーセント台を維持しており、特に高齢者におい

ては活発に地域コミュニティや老人会、学校行事等に多く参加している状況がある。 

このような中で、挨拶等のコミュニケーションを通じて、顔見知りが増え、地域の防災

に生かす取り組みにつながっているところもある。 

しかし、全体的にはコミュニティ意識が希薄化し、年々、自治会加入率が低下している

現状で、地域間の温度差や、活動をずっと同じ方が担っていたり高齢化が目立っている状

況がある。 

三つ目は社会生活における「つながり」の希薄化である。 

団塊の世代をはじめ、高齢者は地域で積極的に活動している方や、つながりを求めてボ

ランティア活動などへ参加する方もある一方で、様々な講座や活動に参加はしているが、

それを生かして何をしていいか分からない、という声も聞く。市や地域の講座や行事には

多くの方が参加するが、それが地域活動にまではなかなかつながっていない。 

  また、地域の子どもが参加する行事などには、保護者や地域の高齢者の方が参加するが、

その他の行事には子どもの参加は大変少なく世代のつながりがない状況である。 

  さらに、地域コミュニティの衰退とも重なるが、ＰＴＡや地域の役員などを引き継ぐ担

い手が減少しており、活動を安心して後々につないで行く仕組みを維持することも難しさ

を増している。 
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②課題 

それでは、上記の問題点の解決に向けた課題を整理する。 

まず、問題点の 1点目、生産年齢人口が高齢者を支える割合の増加によりもたらされる、

成長性の乏しい“低成長時代”を迎えるにあたり、今の経済的な豊かさが脅かされること

についてである。 

この問題に対する課題としては 2つが考えられる。1つは、高齢者に対して社会参加に必

要な技能等を身につけてもらう場をつくることによって、生産者年齢を逆に引き上げてい

くことである。現に、70歳を超えても元気に働き続けている方もおられる。健康の維持・

増進に向けた積極的な取り組みをベースとして、できるだけ生産にかかわってもらって、

ある程度自分自身を支えてもらう仕組みを構築していくことが求められる。 

もう 1 つは、若い人たちに一人でも多く枚方市に住んでもらうための仕組みをつくるこ

とである。たとえば、枚方市に住んでいる、また、他市からきている若い人たちが、枚方

の良さ、歴史などを高齢者の先輩に聞く場を通じて、枚方市で子どもを生んで育てたいと

思える環境をつくることが考えられる。 

次に、問題点の 2点目、地域社会を支える、地域コミュニティの衰退についてである。 

これからは、地域コミュニティというものを形成していく新たな広がりが必要ではない

かと考える。そういう、まちづくりの「てこ」になるものを、社会教育行政の中で検討・

構築していく必要があると考える。 

その答えのひとつが、地域の学校と子どもたちを中心にして、高齢者と子育て世代を繋

ぎ、活動に結び付けていくことである。 

  例えば防災に関しては地域全体で考えていかなくてはならない問題である。防災訓練を

校区で実施しているが、一度参加をしてみるとどれだけ大切なものかということが実感で

きる。避難所が学校ということもあるので、子どもたちを中心に、防災という観点から高

齢者や子育て世代まで広げられるような、地道な取り組みを続けることが必要ではないか

と考える。  

また、地域ではリタイヤされている方が増えており、地域の行事にたくさん参加されて

いる。地域の学校や公共施設を活用して地域の行事を大切にしながら、子どもたちを中心

に地域の住民を取り込んでいくことも大切だと考える。 

続いて問題点の３つ目、社会生活における「つながり」の希薄化に対してである。 

地域では元気な高齢者が多くおられるので、高齢者の生きがいづくりとも関連させなが

ら、地域づくりにおいて、何か子育て世代と結びつける仕掛けが必要だと考える。何故な

らば、子どもたちの参加活動を促進することによって、その親である子育て世代が、必ず

活動に参加するからである。 

なお、地域の中には、地域の学校を卒業後、まだ子育てをしていない地域住民や子育て

を終えた世代など、一旦地域とのつながりが薄れる住民がいるので、これらの住民を地域

の活動に取り込んでいく手法についても検討しておく必要がある。 

このことは、先にも述べたとおり、地域の学校や公共施設、様々な行事を活用し、子ど

もたちを中心とした交流の場を提供して、その中で活動を安心して後々につないで行くと

いうことであり、今後はその仕組みを作っていくことが必要である。 

また、高齢者は、様々な講座や活動に参加しているが、そこで得た知識や技術をどのよ

うに地域社会に生かしていったらいいのか分からないとの声がある。この力を地域づくり

にどうつなげていくかが課題である。そのためには、活動の組織作りや啓発・学習の場の

提供が必要であると考える。 
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４．課題の解決に向けた取り組み 

 （１）成長性の乏しい“低成長時代”における経済的な豊かさの維持・向上 

    経済的豊かさが脅かされる状況が現れてきたことによって、地域社会を支えるコミ

ュニティの衰退や社会生活における「つながり」の希薄化にも影響を与えている。 

    経済的豊かさは、市民生活の維持・向上にとって重要であるばかりではなく、ボラ

ンティア活動等の地域活動を行うためには、交通費等の経費が必要であり、経済的な

裏づけがなければ、意欲はあっても地域活動にも参加できないという事態を招くこと

から、社会教育の活性化の点からも重要である。 

    経済的な豊かさを維持・向上させるためには、先に触れたように、ボランティアに

取り組む方たちを含むいわゆる現役世代という意味での生産年齢の引き上げと、より

多くの若い世代に、「住みたいまち、住み続けたいまち」として枚方を選択してもらう

ことが重要であり、そのために社会教育行政は、高齢者の就労機会やボランティア機

会の拡大、社会教育側面からのまちの魅力アップに貢献しなければならない。 

    就労機会の拡大については、社会教育部だけでなく、縦割り行政の弊害を排した戦

略的で全市的な取り組みが求められるため、社会教育の枠組みだけで解決に至るもの

ではないが、たとえば事業実施にあたり、必要とされる資材の確保においても、参加

する市民とともに、その資材の入手ルートについて、市内経済の活性化を念頭に学習

しながら入手するなど、事業と市内経済の活性化をリンクさせる取り組みが求められ

る。 

    社会教育側面からのまちの魅力アップにあたっては、学校教育の充実とともに、社

会教育でも多様な事業展開を行い、教育文化都市のイメージを市内外の人々に印象づ

けることが必要である。行政が実施する事業だけでは限界があるため、市民の自主的

な地域における教育文化活動の充実が求められるが、地域活動に参加する意欲があっ

ても、経済的な理由により参加を断念する事態を避けるため、可能な範囲で行政が援

助を行うことが望ましい。ただし、援助を行うことで、活動に参加する人々をほぼ無

償の労働力として扱うことのないよう、十分に留意することが必要である。また、教

育文化活動の充実を考える際には、本市内にある多くの大学が持つさまざまな専門的

な機能にも着目し、大学との連携を通じた事業展開を模索することも重要である。 

    合わせて、地域の活動に熱心に取り組む方たちや資金提供を行った方たちの顕彰を

行うことも、市民の積極的な地域活動への参加を促すためには有効な取り組みである。 

    さらに、大阪府和泉市のように、全国的な人口減少傾向の中で、人口を伸ばしてい

る事例もあることから、そのような先進事例に学ぶことも、枚方市の持つ資源を生か

したサスティナブルなまちづくりを進める上において重要である。 

  

（２）地域社会を支える、地域コミュニティの再生 

    地域コミュニティの再生の「てこ」となるものとして、地域の学校と子どもを中心

にして、高齢者と子育て世代を繋ぎ、活動に結び付けていく考え方は重要な視点であ

る。しかし事業参加者と事業運営者の固定化が見られるなど、事業を継続する中でコ

ミュニティの再生とリンクしなくなる事例も見られるので、子どもの教育的な観点か

らの評価とともに、コミュニティ再生の観点からの事業の評価も行い、現在の社会状

況に沿った、コミュニティ再生に寄与する新たな事業展開についても検討していく必
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要がある。 

    小学校では、地域のコミュニティとのつながりも濃く、さまざまな地域との連携事

業も開催されているが、中学校は、地域との接点が薄く、今までは中学生になること

が地域と切れるきっかけとなっていた面がある。平成 27年度からは、小中学校ともに

年 3回の土曜授業を行うことになるが、この授業実施にあたっては、地域社会との連

携の視点を踏まえて実施することになっており、この授業の有効活用を図ることで、

中学生と地域社会との接点を再生していくことが期待される。 

    また、地域のコミュニティの再生を考える際には、コミュニティの構成員としての

地域住民の問題として考えるだけでなく、コミュニティの再生にも大きく影響する地

域経済活性化の視点からも考えていく必要がある。地域住民が営む商店や工場等にも

目を向け、そこで販売される商品が店頭に並ぶまでの過程や製造される商品が完成し、

販売されるまでの過程と地域の人々との関わり、世界の人々との関わりにも目を向け、

自分たちの生活の場である基点としての各地域や枚方市全体を念頭に、地域のコミュ

ニティの問題を単に閉じられた地域だけの問題とせず、地域から見た世界、世界から

見た地域の視点からもコミュニティ再生の問題を考えることが重要である。 

 

（３）社会生活における「つながり」の再生 

    地域の人々のつながりを取り戻すためには、それを担う地域住民の存在が不可欠で

あるが、すでにリタイヤし、時間的な余裕を持つ高齢者の生きがいづくり、健康づく

りとも関連させながら、彼らの地域活動に対する意欲を引き出し、その意欲を具体的

な地域の事業に結び付けていく仕組みづくりが重要である。 

    高齢者の中には、何かしたいと思いながら、しかし何をしたらいいかわからないと

いう方たちも多いため、すでに意欲のある高齢者に対しては、各種ボランティア団体

の紹介など、具体的な社会参加機会の情報提供を行うとともに、情報提供を行ってい

ることそのものを意欲のある高齢者に知っていただくＰＲが重要である。 

    また、地域の人々のつながりの再生にあたっては、それを積極的に進めるリーダー

の存在が不可欠である。地域のさまざまな事業に参加する高齢者等は一定数おられる

が、自らリーダーになろうとする人材は少なく、現在の地域活動においても、リーダ

ーの後継者不足が課題となっており、リーダーの発掘・育成は、地域のつながりの再

生を考える上において喫緊の課題である。教育委員会と地元で積極的にボランティア

活動に取り組む団体との協力により、高齢者が参加しやすく発言しやすい事業を企画

し、事業の中からリーダーが現れてくるような取り組みを進めるなど、今までよりも

一歩踏み込んだプログラム展開が期待される。 

    さらに、リーダー養成を意図しない事業においても、事業を進める行政職員や地域

のリーダーとの積極的なコミュニケーションを通して、新たなリーダーの発掘・養成

を地道に行うことも重要である。 

    一方、行政が進める地域のボランティア育成講座等については、事業実施後の行政

のフォローが重要であり、講座を受講した技術を持つ人と、その技術を求める人との

マッチングにおいて、行政が支援を行うことが人材の有効活用の観点から求められる。 
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7 

５．枚方市全体としての取り組みの重要性 

   地域のコミュニティの再生や社会生活における人々のつながりの再生、それを担保す

る経済的な豊かさの維持・向上の課題に取り組むにあたっては、社会教育側面からのア

プローチをリードするのは教育委員会の役割であるが、これらの課題は地域住民の生活

や健康、生業等民生面とも深く関わる課題でもあり、市として総合的に取り組むことで

より効果が期待できるものであることから、教育委員会と市長部局が連携し、総合的な

戦略の中で取り組んでいくことが必要である。 

また、枚方市社会教育委員は、その取り組みを社会教育側面からチェックし、それぞ

れの立場から教育委員会に助言を行う立場にあり、超高齢社会における社会教育の推進

にあたっては、市・教育委員会とともに推進していかなければならない。 
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教育委員会協議会資料 

 

枚方市立図書館第２次グランドビジョンの総括について 
 

社会教育部 社会教育課 

中央図書館 

 

１．趣旨 

   枚方市立図書館第２次グランドビジョン（以下「第２次グランドビジョン」とい

う）は、枚方市立図書館グランドビジョン（第１次）の成果と課題等を受けて、平

成 23 年度以降５年間の市立図書館のサービス展開の方向性を示したもので、平成

27年度がその計画期間の終期にあたります。 

   そこで、毎年度行っている第２次グランドビジョンの進捗状況の確認に加えて、

総括を行い、枚方市社会教育委員会議においてご検討いただきました。 

今回、その内容について意見書の提出がありましたので、報告するものです。 

なお、第２次グランドビジョンの成果と課題については、平成 28年度以降の図

書館運営の方向性を示す、枚方市立図書館第３次グランドビジョン（以下「第３次

グランドビジョン」という）の策定に生かしてまいります。 

 

２．内容 

次ページのとおり 

 

３．参考資料 

別添のとおり 

（資料１）枚方市立図書館第２次グランドビジョンの進捗状況一覧（平成 23年

度～平成 26年度） 

（資料２）第２次枚方市子ども読書活動推進計画（進捗管理表 平成 24年度～

平成 26年度） 

４．今後の予定 

平成 28年 ２月 文教委員協議会において、枚方市立図書館第３次グランド 

  ビジョンの報告と合わせて、本総括について報告 
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枚方市立図書館第 2次グランドビジョンの総括 

運
営
基 

本
方
針 

№ 
サービス 

の種別 
総括 

 

１ 

市
民
の
生
涯
学
習
を
支
援
す
る
図
書
館
を
め
ざ
し
ま
す 

1-1 
図書館利用者

層の拡大 

 より多くの市民に市立図書館を利用していただくため、年齢層を意識した

事業やきめ細かな情報提供を実施したが、少子化の影響やライフスタイルの

変化もあり、全国的に図書館利用が減少傾向にある中で、第 2次グランドビ

ジョン策定以降実利用者の減少傾向が続き、目標である実利用者率 25％を

達成することができなかった。 

 しかし新規登録者は増加傾向にあり、今後分館の開館日数・開館時間帯の

拡大や資料のさらなる充実を図るなど、新たな取り組みを進める中で、利用

者の増加は可能と考えており、今後利用者数の増加につながるより的確な取

り組みを進めていく。 

1-2 

子ども読書活

動の推進（学

校図書館等と

の連携） 

 本市では、子ども読書活動を市立図書館の特色の一つと位置付け、枚方市

子ども読書活動推進計画（第 2次）の策定、同計画に基づく子ども向けのさ

まざまな事業実施や中高生向けの読書環境の整備、中央図書館のこどものフ

ロアの開館時間帯の延長、調べ学習コンクールなどの学校との連携事業の実

施、学校図書館への学校司書の派遣や市立図書館から学校に団体貸出図書を

搬送する学校巡回便の運行（試行）の開始、子ども読書活動を支援する読み

聞かせボランティアの育成など、子ども読書活動の推進に係る事業や環境整

備を積極的に行った。 

 読書活動は、子どもが言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、想像力を

豊かなものにし、人生をより深く生きる力を身につけていく上で欠くことの

できないものであり、本市の小・中学生の不読率が他の自治体に比べ高い傾

向にある（平成 25 年度調査）ことを踏まえ、今後市立全中学校への学校司

書の派遣をはじめ、さらに学校との連携を深めながら、子ども読書活動の推

進に力点を置いた取り組みを進めていく。 

1-3 
成人サービス

の充実 

 成人の利用促進のため、従来の一般教養中心の蔵書・資料構成から、課題

解決にも役立つ蔵書・資料構成に改め、図書・雑誌、オーディオ・ビジュア

ル資料、商用オンラインデータベースなど、幅広い資料の収集・提供を行っ

た。 

 また、図書館における文化活動として、読書会やロビーコンサート、障害

者理解を促進するバリアフリー映画上映会等を実施し、その実施回数を増加

させるなど成人サービスの充実に努めた。 

 変化の激しい現代社会においては、変化に対応するため、常に新たな知識

を身につけ、学び続けることが必要であり、今後は情報活用能力（情報リテ

ラシー）の育成やビジネス支援など、市民の課題解決に役立つ知識や情報の

提供に努め、役に立つ図書館を目指していく。 

1-4 
高齢者サービ

スの充実 

 通常の大きさの活字が読みにくい高齢者や弱視者向けに、大活字図書の収

集に努めるとともに、高齢者の関心の高い医療・介護関連の情報収集に努め

た。 

 今後は成年・任意後見制度や遺言、自分史、闘病記など、より良く生きる

ために必要な資料のさらなる収集に努めるとともに、ボランティア機会の提

供を通じて高齢者の生涯学習に資するよう継続的に取り組みを進めていく。 
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2-1 
図書館資料の

充実 

 枚方市立図書館蔵書計画を策定し、市民ニーズを反映した蔵書と学問体系

を意識した知識・教養を高める蔵書のバランスを重視した蔵書構成を目指し

て、職員が持つ専門的な知識・経験を生かして選書会議を開催し、図書やオ

ーディオ・ビジュアル資料の充実に努めた。 

 また、定期的に図書の入れ替え等を行い、魅力ある書架の維持・向上に努

めた。 

 資料の充実のためには、選書を行う職員の力量の向上が必要であり、今後

さらなる職員の研修に努めるとともに、状況に応じた蔵書計画の改訂、選書

方法の改善などを進め、より魅力的で効果的・効率的な資料の収集・提供を

行っていく。 

2-2 

枚方地域コレ

クションの構

築と専門的な

レファレンス 

 枚方に関する資料を幅広く収集する枚方地域コレクションについては、コ

レクションの充実、書誌データの整理を行うとともに、郷土・行政資料等の

電子化にも取り組み、資料の検索・提供環境の整備を行った。 

 今後は、枚方地域コレクションの認知度の向上と、さらなるコレクション

の充実、郷土・行政資料等の電子化に向けた取り組みを進めていく。 

 

３ 

市
民
の
ニ
ー
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3-1 

インターネッ

ト予約システ

ムの充実やリ

クエストサー

ビスの推進 

 インターネット予約システムソフトの更新を行い、「カート方式」と「セ

ット予約方式」を導入し、システム利用における利便性を向上させた。 ま

た、リクエストについては、自治体間で図書等の貸借を行う相互貸借を基本

に可能な限り対応し、利用は横ばい傾向にあるが、毎年度７０万冊以上のリ

クエスト対応を行った。今後は、引き続き予約・リクエスト図書の提供体制

の充実に努めるとともに、蔵書の充実を図り、より早く予約・リクエスト図

書を提供できるよう努めていく。 

3-2 

レファレンス

サービス（調

べ物相談）等

の充実 

 レファレンスサービスの周知に努め、求めに応じて必要な資料・情報の検

索・提供を行うとともに、読書相談等にも応じ、市民の課題解決に向けた支

援を行った。また、問い合わせの多い内容について、その調べ方に係る案内

（パスファインダー）を作成し、窓口やホームページで情報提供を行うなど、

レファレンス事例の公開に努めた。 

 情報の多様化・高度化が進行する社会の中で、市民の課題解決に向けた図

書館における支援は重要性を増しており、職員が持つ専門的な知識・技術を

生かして、今後ともレファレンスサービスの充実に取り組んでいく。 

3-3 

情報通信機器

を活用したサ

ービスの充実 

 商用オンラインデータベースやインターネットのアクセスできる端末の

提供に努め、その利用が増加した。また、電子書籍の導入に向けた調査研究

を行ったが、現在は電子書籍提供企業間での規格の不統一や資料の蓄積、コ

スト、コンテンツの魅力などに課題があり、現時点での導入は時期尚早であ

ると判断した。 

 今後は課題解決ツールとしての商用オンラインデータベースやインター

ネット端末のさらなる充実、電子書籍の導入に向けた積極的な情報収集を進

めていく。 
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4-1 

障害者・高齢

者サービスの

充実 

 大活字図書収集、録音・点字図書・字幕付き映像資料の製作・収集など資

料の充実を図り、その提供を行うとともに、対面読書や録音図書の製作に従

事する音訳協力者の育成を行い、高齢者・障害者に対するサービス環境の整

備に努めた。また、バリアフリー行事や宅配サービスを行い、障害者を含め

た読書環境の充実を図った。 

 自ら録音図書や字幕付き映像資料の製作まで行う障害者サービスを実施

している枚方市立図書館は、公共図書館の中でも稀有な存在であり、今後と

も先進的なサービスを提供するとともに、その先進性を広くアピールしてい

く。 

4-2 

図書館活動へ

の市民参加と

市民意見の反

映 

 中央図書館で毎年１００人程度の市民に対しボランティアの機会を提供

し、市民の生涯学習資するとともに、図書館サービスの充実を図った。また、

社会教育委員会議や利用者アンケート、窓口へのご意見箱の設置等により、

専門家や市民意見の収集に努め、図書館活動に反映した。 

 今後はボランティアの各グループのスキルの向上に向けた取り組みを進

め、また、さまざまな手段を用いて市民意見の収集に努めるとともに、図書

館の利用状況の分析等を通じて、市民ニーズの把握に努め、より市民意見が

反映される図書館運営に向けた取り組みを進めていく。 

4-3 

図 書 館 の 施

設・設備の改

修・改善 

 市の市有建築物保全計画に基づき、施設の改修を行った。また、老朽化が

進行する香里ケ丘図書館の耐震診断を行うとともに、他館や利用状況に比し

て閲覧室が狭く、バリアフリー化が遅れている香里ケ丘図書館の建替えを視

野に必要な検討を行った。 

 今後は引き続き市有建築物保全計画に基づく施設改修に取り組むととも

に、香里ケ丘図書館の建替えに向けた検討を進めていく。 
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5-1 

効率的効果的

な運営体制の

構築 

 多様な任用形態の採用による適材適所の職員配置を行い、より効率的な運

営体制を確立した。自動車文庫は、利用者の安全の確保の観点から、路上ス

テーションの見直しを進めた。 

 また、「これからの枚方市立図書館の運営について」をまとめ、中央図書

館を司令塔とした、中央図書館・分館・分室・自動車文庫の最適な役割分担

と効率的効果的な運営体制についての方向性を明らかにした。 

 今後は「枚方市立図書館第３次グランドビジョン」の中で、さらなる効率

的効果的な運営体制の構築に向けた方向性を具体化していく。 

5-2 

職員の資質の

向上と人材育

成 

 図書館業務に係る外部の研修会に職員を派遣し、その研修結果の職員間で

の共有化に努めるとともに、市立図書館内での実務研修等を実施すること

で、職員の資質の向上を図った。 

 今後は、市立図書館の司令塔機能を担う人材育成に向けた、より高度で専

門的な知識・技術の研修に努めるとともに、高齢化が進む専門職員が持つノ

ウハウの継承も課題として取り組んでいく。 
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枚方市立図書館第２次グランドビジョンの全体総括 

 

 枚方市立図書館第２次グランドビジョンは、中央図書館開館以降に現れてきた新たな課題や本市

の財政状況を踏まえて、２つの市立図書館のあるべき姿（理念）と５つの運営基本方針を定め、平

成２３年度から２７年度までの中期的なビジョンとして、市立図書館のあるべき姿の実現に向けた

具体的な方向を明らかにしたものである。 

 運営基本方針の１つ目、「市民の生涯学習を支援する図書館をめざします」では、利用者層の裾

野を広げるべく実利用者率の約２０％から２５％への拡大を目指したが、少子化の影響やライフス

タイルの変化等もあり、全国的な図書館利用の減少傾向の中で、目標を達成することができなかっ

た。しかし、市立図書館の特色と位置づけた学校図書館との連携をはじめとする子ども読書活動の

推進や、従来の一般教養中心の蔵書構成から、課題解決にも配慮した蔵書構成への転換や情報リテ

ラシーに取り組み、各種成人向け事業等を実施する成人サービス、大活字図書の収集や高齢者の関

心の高い分野の資料の収集をはじめとする高齢者サービスの充実などに取り組み、取り組み全体と

して、市民の生涯学習支援の役割を概ね果たすことができたと考えている。 
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5-3 
適切な蔵書管

理 

 全館で年に１度蔵書点検を行う体制を確立するとともに、全分館に盗難防

止装置（ＢＤＳ）、複数の分室に防犯ミラーを設置し、蔵書管理体制の充実

に努めた。また、長期延滞等の悪質なルール違反に対して厳正な措置をとる

ため、枚方市図書館条例施行規則の改正を行った。 

 今後は、適正な蔵書管理とともに、より魅力的な蔵書を維持する蔵書管理

を行うため、枚方市立図書館蔵書管理基準の改正も含めた取り組みを進めて

いく。 

5-4 
機械化・情報

化などの検討 

 平成２３年度に自動貸出機の増設を行ったが、その利用は下降傾向にあ

り、職員による利用の働きかけの状況や費用対効果の観点から検証を行う。

また、ＩＴ化の進行に伴い、情報提供環境の整備などについて、今後検討を

進めていく。 

（注釈） 
  ★注 1 実利用者率…枚方市の人口に対する、年度中に 1 回以上枚方市立図書館で貸出サービスを利用 

した人の割合。 
  ★注 2 ヤングアダルト（ＹＡ）…図書館サービスの対象としてのヤングアダルトは、主に中学生・高 

校生を指す。 
  ★注 3 商用オンラインデータベース…ネットワークを経由し遠隔地から利用できる企業などが開発・ 

構築し、販売しているデータベースの総称。 
  ★注 4 相互貸借…図書館利用者の求めに応じて、図書館同士が所蔵している資料を貸し借りすること。 

－24－



 運営基本方針の２つ目、「図書館資料を計画的・系統的に収集し、未来に伝える図書館をめざし

ます」では、これまで策定していなかった枚方市立図書館蔵書計画を策定し、蔵書の選定から魅力

ある書架の維持・向上、魅力の薄れた蔵書や破損した蔵書の書庫入れや除籍に至る一連の蔵書管理

について、第２次グランドビジョンで示した考え方に基づく蔵書の構築を可能にした。また、もう

一つの市立図書館の特色として位置づけた枚方地域コレクションの構築と専門的なレファレンス

に取り組み、郷土・行政資料の枠を超えた枚方をキーワードとした資料収集とコレクションに係る

専門的なレファレンスを行った。この取り組みを経て、計画的・系統的な図書館資料の収集と保存

体制が確立できたと考えている。 

 運営基本方針の３つ目、「市民のニーズに応えて、役に立つ図書館をめざします」では、インタ

ーネット予約サービスのカスタマイズやリクエストサービスへの積極的な対応により、利用者の利

便性の向上を図り、幅広い要求に答えるだけでなく、レファレンスサービスを通して、市民の課題

解決に努めた。また、商用オンラインデータベースやインターネット端末の提供を行い、市民のニ

ーズに応え、役に立つ図書館運営を行うことができたと考えている。 

 運営基本方針の４つ目、「だれもが使いやすく、市民とともに歩む図書館をめざします」では、

先進的な障害者・高齢者サービスのさらなる充実、社会教育委員会議や利用者アンケート等による

専門家や市民意見の収集と図書館運営への反映、施設の改修・改善を通して、市民の声を生かしな

がら誰もが使いやすい図書館の構築が進んだと考えている。 

 運営基本方針の５つ目、「効率的効果的なサービス提供を行う図書館をめざします」では、多様

な任用形態の採用による、適材適所の職員配置に伴う人件費の削減、第３次グランドビジョンにつ

ながる「これからの枚方市立図書館運営について」の公表、サービス向上に向けた職員研修の実施

や適切な蔵書管理、機械化、情報化の推進等を通して、効率的効果的なサービス提供体制が確立で

きたと考えている。 

 以上から、枚方市立図書館第２次グランドビジョンについては、全体としてその目的を達したと

考えており、今後に向けた課題については第３次グランドビジョンに引き継ぎ、課題の解決に向け

た取り組みを進めていく。 

 第３次グランドビジョンでは、貸出利用だけでなく、場としての図書館をより多くの市民に利用

していただけるよう、気軽に足を運びたくなる図書館づくりを目指す方向性を明確にするとともに、

中央図書館を司令塔とする図書館各施設の役割分担の再構築、効果的・効率的な運営により生み出

した資源の資料の充実や学校図書館支援等への再配分などを通して、今まで以上に魅力ある図書館

を作るための方向性を明確にしていく。 
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